
計算書類に対する注記(法 人全体)

1.継 続事業 の前 提 に関す る注記
該当なし

2.重 要 な会 計 方 針

(1)有 価証券の評価基準及び評価方法
◇満期保有 目的の債権等 … 償却原価法(定 額法)

◇上記以外の有価証券で市場価額のあるもの … 決算 日の市場価額に基づ く時価法
(2)固 定資産の減価償却の方法

◇有形固定資産(リ ース資産を除く):定 額法

◇無形固定資産(リ ース資産を除く):定 額法
◇ リース資産

・所有権移転外ファイナンス ・リース取引に係 るリース資産

→ リース期間を耐用年数 とし、残存価額を零 とす る定額法によっています。
(3)引 当金の計上基準
◇退職給付引当金:職 員に対 して将来支給する退職金の うち、法人の負担する大分県民間社会福祉

施設職員退職共済事業掛金相当額を、退職給付引当金に計上 しています。

3.重 要 な会計方針 の変更
該当なし

4.法 人 で採 用 す る退 職 給 付 制 度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

及び、大分県社会福祉協議会の退職共済制度によってお ります。

5.法 人 が 作成 す る計 算 書 類 と拠 点 区分 、 サ ー ビス 区分

当法人の作成する計算書類は、以下のとお りになっています。
(1)

(2)
(3)

(4)

法人全体 の計算書類(第1号 の1様 式、第2号 の1様 式、第3号 の1様 式)

事業 区分別 内訳表(第1号 の2様 式 、第2号 の2様 式 、第3号 の2様 式)

社 会福祉 事業 にお ける拠点 区分別 内訳表(第1号 の3様 式、第2号 の3様 式、第3号 の3様 式)

公 益事業 にお ける拠点 区分別 内訳表(第1号 の3様 式、第2号 の3様 式、第3号 の4様 式)

当法人では、公益事業は拠点が一つ のため、作成 していない。

(5)収 益事業にお ける拠点 区分別 内訳表(第1号 の3様 式 、第2号 の3様 式、第3号 の4様 式)

当法 人では、収益事業区分 を設 けて いないた め作成 していない。

(6)各 拠 点区分 にお けるサー ビス 区分 の内容

ア 法人本部拠 点(社 会福祉 事業)
・ 「法人本部 」

イ ひまわ りの家拠 点(社 会福祉 事業)
・ 「生活介護 サー ビス」

・ 「自立訓練 サー ビス」

・ 「ひ まわ りの家 事業」

ウ ニ ュー フ レン ドひ まわ り拠 点(社 会福祉 事業)
・ 「ニ ュー フ レン ドひ まわ り」

・ 「ニ ュー フ レン ドひ まわ り 事業 」

エ ひまわ り園拠点(社 会福祉事業)
・ 「ひまわ り園(施 設及び作業会計)」

・ 「ひまわ り園(シ ョー トステイ)」

オ ひまわ り畑拠点(社 会福祉事業)
・ 「就労移行 施設会計」

・ 「就 労継続A型 施設会計」

・ 「就 労継続B型 施設 会計」

・ 「就 労移行 事業会計」

・ 「就 労継続A型 事業会計」

・ 「就 労継続B型 事業会計」

カ グルー プホームひまわ り辻拠点(社 会福祉事業)
・FGHI]

・rGH21

・rGH3]

・[GH4]

・rGH5]



・rGH61

・rGH7]

・rGH8]

・rGH9]

・FGHIO]

キ スペ ース ・ヒマ ワ リ拠点(社 会福祉事業)
・ 「スペ ース ヒマ ワ リ」

ク ひまわ りフー ドサー ビス拠点(社 会福祉事業)
・ 「就 労継 続支援A型 施設会計」

・ 「就 労移 行支援 施設会計」

・ 「就 労継 続支援A型 事業会計」

・ 「就 労移 行 事業会計」

ケ 公益事 業拠点(公 益事業)
・ 「公益 事業(日 中一時事業)」

6.基 本 財 産 の 増 減 の 内 容 及 び 金 額

基本 財産の増減 の内容及び金額 は以下の とお りである。
(単位:円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 36,196,945 0 0 36,196,945

建物 579,384,519 0 26,702,926 552,681,593

合 計 615,581,464 0 26,702,926 588,878,538

計

担保 している債務の種類および金額は以下のとお りである。

設備 資金借入金(1年 以 内返済予定額 を含む)

7.基 本 金 又 は 固 定 資産 の 売 却若 し くは処 分 に係 る国庫 補 助 金 等 特別 積 立 金 の取 崩 し

該 当なし

8.担 保 に供 して い る資 産

担保 に供されている資産は以下のとお りである。

土地1,175,000円

建物215,822,744円
216,g97,744円

86,071,000円

計86,071,000円

9.固 定資 産 の取 得 価 額 、 減 価 償 却 累 計 額 及 び 当期 末残 高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとお りである。
(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物(基 本財産) 1,050,044,485 497,362,892 552,681,593

建物 38,219,052 9,465,829 28,753,223

構築物 27,347,517 15,877,547 11,469,970

機械及び装置 57,030,718 51,235,697 5,795,021

車輌運搬具 9,732,190 9,009,355 722,835

器具及び備品 85,933,557 60,420,178 25,513,379

有形 リース資産 3,952,800 362,772 3,590,028

ソフ トウェア 340,320 43,503 296,817

合 計 1,272,600,639 643,777,773 628,822,866

10.満 期保有 目的 の債券 の内訳並 びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位:円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

該当なし 0 0 0

合 計 0 0 0



11.関 連 当事 者 との取 引 の 内容

関連当事者 との取引の内容は次のとお りである。
(単位:円)

種類 法人等の

内容

住所 資産総額 事業の

内容

又は職業

議決権の

所有割合

関係内容 取引の

内容

取引金額 科 目 期末残高

役員の

兼務等

事業上の

関係

該当 な し 0 0 0

12.重 要 な偶 発債務

該当なし

13.重 要 な後 発事象

該当なし

14.そ の他社 会福祉 法人 の資金収支及び純 資産増減 の状況並び に資産 、負債及 び

純資産 の状態 を明 らか にす るために必要 な事項

該当なし


